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令和 7年度決算の概要 

 

 

１．貸借対照表関係 

（１）貸借対照表の状況と経年比較 

貸借対照表は、年度末における財政状態を表した計算書類です。資産と負債、純資産（基本金、

繰越収支差額）の状態を表示するものであり、資産の部合計＝負債の部合計＋純資産の部合計と

なっています。 

資産総額は 89億 1千 5百万円で、前年度末に比べて 4千 9百万円の減少となりました。 

固定資産は前年度末に比べて 1 億 2 千 5 百万円増加しました。内訳として有形固定資産は 1 億

1 千 5 百万円減少したのに対して、特定資産が 2 億 4 千万円（学友会目的事業引当特定資産）増

加しました。 

流動資産は前年度末比 1億 7千 5 百万円減の 12億 4千 6百万円となりました。うち現金預金は

2億 2千 7百万円減の 9億 9千 3百万円となりました。 

負債の部合計は 53億 2千万円で前年度末に比べて 1億 6千 7百万円減少しました。長期借入金

（固定負債）が 4億 2千 5 百万円増加し、23億 8千 3百万円となりました。また、前受金（流動

負債）は前年度末比 7 億 4 千 1百万円減少し、18億 7千 9百万円となりました。令和 8年 4月入

学者数の減少が主な要因です。また、学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確

化されたことに伴い、賞与引当金（流動負債）を 5千 8百万円計上しました。 

純資産の部では、基本金が 108 億 4 千 4百万円で前年度末比 1 億 1千 3 百万円の増加となりま

した。新規取得や借入金返済に伴い 1 億 3 千 8 百万円を組み入れた一方、除却や売却により 2 千

4百万円を取り崩しました。基本金と繰越収支差額の合計である純資産の部合計は 35億 9千 5百

万円となりました。 

 

  

（単位　千円）

令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年度末 令和7年度末
増減

(7年度－6年度)

固定資産 13,058,107 10,598,330 7,717,452 7,543,605 7,669,352 125,747

流動資産 1,596,358 1,092,963 1,447,941 1,421,822 1,246,243 △175,578

資産の部合計 14,654,465 11,691,293 9,165,393 8,965,427 8,915,595 △49,831

固定負債 5,206,962 3,334,906 2,222,074 2,194,011 2,612,792 418,782

流動負債 3,148,901 2,707,356 3,285,321 3,293,996 2,707,782 △586,214

負債の部合計 8,355,863 6,042,261 5,507,395 5,488,006 5,320,574 △167,433

基本金 13,200,444 12,869,316 10,742,661 10,731,147 10,844,730 113,583

繰越収支差額 △6,901,842 △7,220,285 △7,084,663 △7,253,727 △7,249,709 4,018

純資産の部合計 6,298,602 5,649,031 3,657,998 3,477,420 3,595,021 117,601

負債及び純資産の部合計 14,654,465 11,691,293 9,165,393 8,965,427 8,915,595 △49,831
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（２）財務比率の経年推移 

 

 

２．事業活動収支計算書関係 

（１）事業活動収支計算書の状況と経年比較 

事業活動収支計算書は、教育活動収支、教育活動外収支、特別収支の三つの活動に対応する事

業活動収入・支出の内容及び均衡を明らかにするものです。三つの活動ごとに収入と支出を計上

し、差額計算を行い、基本金組入前当年度収支差額を算出し、そこから基本金（学校法人が諸活

動の計画に基づき、教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的に保持するための金額）に組み

入れる額を控除し、当年度収支差額を算出します。 

○経常収支（教育活動収支・教育活動外収支） 

学生生徒等納付金、手数料、寄付金、経常費等補助金等の教育活動収入計は、前年度比 4億 2千

8百万円増の 64億 1千 8百万円となりました。学生生徒等納付金が前年度比 1億 3千万円増、寄

付金が 2 億 4 千 1 百万円増でした。また、私立大学等経常費補助金が 7 年ぶりに交付されました

（5 千 7百万円）。 

人件費、教育研究経費、管理経費等の教育活動支出は、前年度比 5千 5百万円増の 61億 7千 5

百万円となりました。人件費では、本務教員人件費・本務職員人件費が減少した一方、退職者の

増加により退職金が前年度比 9 千万円増加したほか、学校法人会計基準の改正に伴い賞与引当金

繰入額を 5 千 8 百万円計上しました。教育研究経費では、賃借料や報酬委託手数料が減少した一

方、修学支援新制度に代わる本学独自の授業料等減免制度の導入などにより奨学費が 2 億 3 千 5

百万円増加しました。管理経費では広報費や報酬委託手数料の削減により前年度比 5 千 6 百万円

の減少でした。 

受取利息・配当金等の教育活動外収入計は 2 百万円、借入金等利息の教育活動外支出計は 5 千

3百万円で、教育活動外収支差額は△5千 1百万円となりました。 

この結果、経常収支差額は前年度比 3 億 6 千 8 百万円増の 1 億 9 千 1 百万円（7 期ぶりのプラ

ス）となりました。 

○特別収支 

学校法人会計基準の改正に伴う賞与引当金特別繰入額を 6 千万円計上したほか、固定資産の除

却に伴う資産処分差額 1千 3百万円計上し、特別収支差額は△7千 3百万円となりました。 

 

以上から、基本金組入前当年度収支差額は 1 億 1 千 7 百万円、基本金組入後の当年度収支差額

は△2千万円、翌年度繰越収支差額は△72億 4千 9百万円となりました。 

  

比    率 計算式 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

運用資産－外部負債

経常支出

流動資産

流動負債

総負債

総資産

現金預金

前受金

基本金

基本金要組入額

運用資産

要積立額

△0.1年 △0.2年1 運用資産余裕比率 △0.5年 △0.3年 △0.1年

46.0%

3 総負債比率 57.0% 51.7% 60.1% 61.2% 59.7%

2 流動比率 50.7% 40.4% 44.1% 43.2%

84.5% 84.9%

4 前受金保有率 52.2% 42.2% 49.6% 46.6% 52.8%

5 基本金比率 72.7% 80.8% 84.6%

6 積立率 29.0% 19.5% 26.9% 25.3% 24.7%
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（単位　千円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 増減
(7年度-6年度)

教 事業活動収入の部

育 学生生徒等納付金 5,868,711 5,501,992 4,919,113 5,581,099 5,711,379 130,280

活 手数料 93,992 85,247 91,034 120,800 99,907 △20,893

動 寄付金 201,000 547 655 100 241,100 241,000

収 経常費等補助金 222,545 217,394 190,111 177,931 176,149 △1,782

支 付随事業収入 0 0 0 0 0 0

雑収入 116,913 75,859 83,210 109,360 189,722 80,362

教育活動収入計 6,503,160 5,881,039 5,284,124 5,989,290 6,418,258 428,968

事業活動支出の部

人件費 3,525,575 3,178,139 3,038,407 2,563,392 2,563,776 383

教育研究経費 2,705,875 2,700,464 2,667,115 2,685,790 2,792,458 106,668

管理経費 794,694 837,617 1,063,641 864,006 807,472 △56,534

徴収不能額等 24,530 7,564 2,813 6,894 12,186 5,291

教育活動支出計 7,050,674 6,723,784 6,771,975 6,120,083 6,175,892 55,809

教育活動収支差額 △547,513 △842,745 △1,487,852 △130,793 242,366 373,159

教 事業活動収入の部

育 受取利息・配当金 16 15 15 525 2,165 1,639

活 その他の教育活動外収入 2,000 148,759 0 0 0 0

動 教育活動外収入計 2,016 148,773 15 525 2,165 1,639

外 事業活動支出の部

収 借入金等利息 49,658 61,889 47,123 47,010 53,431 6,421

支 その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 49,658 61,889 47,123 47,010 53,431 6,421

教育活動外収支差額 △47,642 86,885 △47,108 △46,485 △51,267 △4,782

経常収支差額 △595,155 △755,860 △1,534,960 △177,277 191,099 368,377

特 事業活動収入の部

別 資産売却差額 7,959 105,289 990 0 473 473

収 その他の特別収入 2,930 1,000 0 0 0 0

支 特別収入計 10,889 106,289 990 0 473 473

事業活動支出の部

資産処分差額 67,161 0 457,063 3,300 13,816 10,516

その他の特別支出 0 0 1 0 60,155 60,155

特別支出計 67,161 0 457,064 3,300 73,971 70,671

特別収支差額 △56,272 106,289 △456,074 △3,300 △73,498 △70,198

基本金組入前当年度収支差額 △651,427 △649,571 △1,991,034 △180,578 117,601 298,179

基本金組入額合計 △58,797 △156,058 △100,557 △53,115 △138,389 △85,274

当年度収支差額 △710,223 △805,628 △2,091,590 △233,693 △20,788 212,905

前年度繰越収支差額 △6,464,236 △6,901,842 △7,220,285 △7,084,663 △7,253,727 △169,064

基本金取崩額 272,618 487,185 2,227,212 64,629 24,806 △39,822

翌年度繰越収支差額 △6,901,842 △7,220,285 △7,084,663 △7,253,727 △7,249,709 4,018

（参考）

事業活動収入計 6,516,066 6,136,102 5,285,129 5,989,815 6,420,896 431,080

事業活動支出計 7,167,493 6,785,672 7,276,162 6,170,393 6,303,294 132,901
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（２）財務比率の経年比較 

 

 

 

  

比    率 計算式 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
人件費

経常収入

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

学生生徒等納付金

経常収入

経常収支差額

経常収入

39.9%1 人件費比率 54.2% 52.7% 57.5% 42.8%

43.5%

3 管理経費比率 12.2% 13.9% 20.1% 14.4% 12.6%

2 教育研究経費比率 41.6% 44.8% 50.5% 44.8%

93.2% 89.0%

4 事業活動収支差額比率 △10.0% △10.6% △37.7% △3.0% 1.8%

5 学生生徒等納付金比率 90.2% 91.2% 93.1%

3.0%6 経常収支差額比率 △9.1% △12.5% △29.0% △3.0%
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３．資金収支計算書関係 

（１）資金収支計算書の状況と経年比較 

資金収支計算書は、当該会計年度の学園の諸活動に対応するすべての資金収入と資金支出の内

容を明らかにし、当該会計年度末における支払資金（現金預金）の顛末を明らかにするものです。 

前年度繰越支払資金を除いた当年度収入は 65 億 1 千 7 百万円で前年度比 4 億 2 千 5 百万円の

増収でした。学生生徒等納付金収入や寄附金収入、借入金等収入が増えた一方、前受金収入が 7億

4千 1百万円と大きく減少しました。翌年度繰越支払資金を除く当年度支出は 67億 4千 5百万円

で前年度比 5 億 8 千 2 百万円増加しました。ここには特定資産繰入支出 2 億 4 千万円が含まれて

います。 

以上の結果、収支差額は 2 億 2 千 7 百万円の支出超過となり、翌年度繰越支払資金（貸借対照

表の流動資産の現金預金の額と一致）は 9億 9千 3百万円となりました。 

 

  

（単位　千円）

収入の部 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
増減

(7年度-6年度)

学生生徒等納付金収入 5,868,711 5,501,992 4,919,113 5,581,099 5,711,379 130,280

手数料収入 93,992 85,247 91,034 120,800 99,897 △20,903

寄付金収入 201,000 547 655 100 241,100 241,000

補助金収入 222,545 218,394 190,111 177,931 176,149 △1,782

資産売却収入 113,719 2,294,840 2,338,990 0 473 473

付随事業・収益事業収入 2,000 148,759 0 0 0 0

受取利息・配当金収入 16 15 15 525 2,165 1,639

雑収入 65,371 75,859 68,581 81,876 164,172 82,295

借入金等収入 77,601 0 0 100,000 920,000 820,000

前受金収入 2,690,962 2,205,132 2,606,467 2,621,089 1,879,581 △741,508

その他の収入 68,397 148,970 304,419 99,534 72,437 △27,097

資金収入調整勘定 △2,769,551 △2,750,548 △2,240,566 △2,690,824 △2,749,779 △58,955

当年度資金収入合計 6,634,763 7,929,207 8,278,819 6,092,130 6,517,573 425,442

前年度繰越支払資金 1,733,436 1,405,572 929,571 1,291,737 1,220,926 △70,811

収入の部合計 8,368,199 9,334,779 9,208,390 7,383,867 7,738,499 354,632

支出の部 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
増減

(7年度-6年度)

人件費支出 3,525,575 3,161,186 3,038,407 2,563,392 2,565,640 2,247

教育研究経費支出 2,411,013 2,420,460 2,460,443 2,493,717 2,600,895 107,178

管理経費支出 767,070 819,161 1,047,557 852,391 794,245 △58,146

借入金等利息支出 49,658 61,889 47,123 47,010 53,431 6,421

借入金等返済支出 77,601 1,888,777 1,100,124 100,000 494,462 394,462

施設関係支出 12,100 1,881 3,630 0 8,646 8,646

設備関係支出 61,250 51,194 33,252 50,738 87,176 36,439

資産運用支出 0 0 0 0 240,000 240,000

その他の支出 511,540 572,273 655,033 497,413 503,708 6,295

資金支出調整勘定 △453,179 △571,611 △468,916 △441,720 △602,726 △161,006

当年度資金支出合計 6,962,627 8,405,208 7,916,653 6,162,941 6,745,478 582,537

翌年度繰越支払資金 1,405,572 929,571 1,291,737 1,220,926 993,020 △227,906

支出の部合計 8,368,199 9,334,779 9,208,390 7,383,867 7,738,499 354,632
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（２）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書を「教育活動」、「施設整備等活動」、「その他の活

動」の三つの活動区分に分け、活動ごとの資金の流れを明らかにするものです。 

教育活動資金収入計は 63億 9 千 2 百万円、教育活動支出計は 59 億 6千万円で、差引 4億 3 千

1 百万円となり、調整勘定等△6 億 5 千 3 百万円を加味した教育活動資金収支差額は△2 億 2 千 2

百万円でした。 

施設整備等活動資金収入計は 47万 3千円、施設整備等活動資金支出は 3億 3千 5百万円で、差

引△3億 3千 5百万円となり、調整勘定等△8百万円を加味した施設整備等活動資金収支差額は△

3億 4千 3百万円でした。 

その他の活動資金収入は、借入金等収入や受取利息・配当金であり、計 10 億 2 千万円でした。

その他の活動資金支出は借入金等返済支出や借入金等利息支出であり、計 7億 3百万円でした。 

以上の結果、支払資金は 2 億 2 千 7 百万円減少し、翌年度繰越支払資金は 9 億 9 千 3 百万円と

なりました。 

 

 

（３）財務比率の経年比較 

 

 

以上 

 

（単位　千円）

科目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 増減
(7年度-6年度)

教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 6,451,619 5,881,039 5,269,495 5,961,806 6,392,697 430,891

教育活動資金支出計 6,703,658 6,400,807 6,546,407 5,909,501 5,960,780 51,279

差引 △252,039 △519,767 △1,276,913 52,306 431,917 379,611

調整勘定等 △318,023 △169,486 343,525 △90,775 △653,983 △563,208

教育活動資金収支差額 △570,061 △689,253 △933,388 △38,470 △222,066 △183,596

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入計 113,719 2,295,840 2,338,990 0 473 473

施設整備等活動資金支出計 73,350 53,075 36,882 50,738 335,822 285,085

差引 40,369 2,242,765 2,302,108 △50,738 △335,349 △284,612

調整勘定等 234,223 △239,971 △781 8,622 △8,094 △16,716

施設整備等活動資金収支差額 274,592 2,002,794 2,301,327 △42,115 △343,443 △301,328

小計

（教育活動資金収支差額＋施設整備等 △295,469 1,313,541 1,367,939 △80,585 △565,509 △484,924

　活動資金収支差額）

その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入計 100,173 254,874 249,514 171,173 1,020,752 849,579

その他の活動資金支出計 131,673 2,062,293 1,247,752 161,909 703,519 541,610

差引 △31,500 △1,807,419 △998,238 9,264 317,234 307,970

調整勘定等 △896 17,876 △7,535 510 20,370 19,860

その他の活動資金収支差額 △32,395 △1,789,543 △1,005,773 9,774 337,603 327,829

支払資金の増減額

（小計＋その他の活動資金収支差額）

前年度繰越支払資金 1,733,436 1,405,572 929,571 1,291,737 1,220,926 △70,811

翌年度繰越支払資金 1,405,572 929,571 1,291,737 1,220,926 993,020 △227,906

△157,095△327,864 △476,001 362,166 △70,811 △227,906

比    率 計算式 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
教育活動資金収支差額

教育活動資金収入計
△3.5%1 教育活動資金収支差額比率 △8.8% △11.7% △17.7% △0.6%


